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State of Hawaii Climate Change Portal（https://climate.hawaii.gov/hi-facts/temperature/）
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ノースショアにおける海岸浸食

University of Hawai‘i Sea Grant College Program（https://seagrant.soest.hawaii.edu/north-shore-coastal-erosion/）
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HAWAII STATE ENERGY OFFICE（https://energy.hawaii.gov/hawaii-clean-energy-initiative/）よりJTBF作成

1200人
最終目標値

2045年までに達成すべき法的義務
Act 97により規定

全般的な取り組み 観光関連の取り組み

石炭火力の完全停止と脱炭素化：

2022年に州内最後となる石炭火力発電所を閉鎖し、

ベースロード電源の脱炭素化を完了させた。これによ

り、温室効果ガス排出の大幅な削減と、再エネ主体の

電源構成への移行を実現している。

蓄電池導入とスマートグリッドの構築：

変動性電源を安定させるため、大規模蓄電池システム

（BESS）の導入やスマートグリッドの構築を推進して

いる。デジタル技術で電力を最適管理し、災害時にも

強いレジリエンスの高い電力網への転換を図っている。

宿泊施設への再エネ導入支援：

電力消費の大きい大型ホテルに対し、州政府は屋上

への大規模太陽光パネル設置を強力に支援している。

これにより、宿泊部門における化石燃料由来の電力

消費削減を図っている。

レンタカーのEVシフトと充電網整備：

観光客の主要な移動手段であるレンタカーについて、

2030年までの大規模なEVシフトを推進している。

島内全域で公共充電インフラ（EVステーション）の整

備を急速に進め、移動に伴う排出量削減を加速させ

ている。

2045年再エネ100％の法制化

ハワイ州は輸入燃料依存による全米一高い電気料金と、島嶼
特有の気候変動リスクを背景に、2015年、全米で初めて204
5年までの「再生可能エネルギー100%化」を法律（Act 97）
で義務付けた。エネルギー自給による経済安定と環境保全を
同時に目指すものである。

約40％
現在の再エネ比率

太陽光、風力、バイオマス等の導入により
全米トップクラスの比率を維持
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●●

6つの目標
優先的に取り組む主要分野

エネルギー/食料/自然資源/廃棄物
スマートなコミュニティ/教育と雇用

「見える化」の戦略 コミュニティを含めた連携体制

オンライン・ダッシュボードによる進捗公開：

ハワイ州全体および各郡の進捗状況を、指標ごとに

オンライン公開している。これにより、政策の透明性を

確保し、グリーンウォッシュを防ぐとともに、地域全体

の「誇り」と「自分事化」を促進している。

データに基づく意思決定の推進：

数値を隠さず開示することで、島外資本や民間事業

者に対しても地域のルールを明確に提示する。

エビデンス（根拠）に基づいた議論を可能にし、実効的

な政策立案と投資判断の基盤となっている。

多様な主体による推進体制：

州、各郡、民間企業、非営利団体、およびハワイ大学

等の教育機関が一体となった「Green Growth」

ネットワークにより運用。行政のトップダウンではなく、

草の根活動と政策を同期させる仕組みが特徴である。

次世代育成と伝統的知恵の融合：

「教育と雇用」を目標の柱の一つに据え、次世代を担

う若者の育成に注力している。先住民の伝統的な資

源管理の知恵（ahupuaʻa）を現代の科学技術と融

合させ、島嶼特有の課題に対する独自の解決策を創

出している。

ハワイ版SDGsの推進

Aloha+ Challengeは、2014年に発足したハワイ州独自の
サステナビリティ・フレームワークである。国連のSDGsに先駆
けて策定され、2030年までに「エネルギー」「食料」「自然資
源」「廃棄物」「スマートなコミュニティ」「教育と雇用」の6つの優
先分野における目標達成を掲げ、官民一体で推進している。

2030年
目標達成のマイルストーン

各項目について具体的かつ測定可能なターゲット
を設定し、達成状況を評価する期限

Aloha+（https://alohachallenge.hawaii.gov/）よりJTBF作成

https://alohachallenge.hawaii.gov/


Aloha+（https://alohachallenge.hawaii.gov/#scorecards）

https://alohachallenge.hawaii.gov/#scorecards


Hawaii Tourism Authority “Go Hawaii”（https://www.gohawaii.com/malama）よりJTBF作成

「再生型観光」：維持から再生へ

ネガティブの最小化→ポジティブの最大化：

従来のサステナブル・ツーリズムが「環境への負荷を減らす

（維持する）」ことに主眼を置いていたのに対し、リジェネラ

ティブ・ツーリズムは、観光活動を通じて「環境や地域社会

を積極的に回復・改善させる」ことを目的とする。

旅行者と地域の新しい契約：

旅行者が地域の課題（外来種の問題、海岸浸食、伝統文化

の消失等）を深く理解し、その解決に直接寄与することで、

地域に対する深い愛着（ロイヤリティ）を醸成する。

ボランティア体験と観光価値の融合：

固有種の植樹、フィッシュポンド（伝統的養魚池）の清掃、

ビーチクリーン、クポナ（長老）からの文化伝承といった活

動を提供。参加者には宿泊代金の割引や無料の1泊と

いったインセンティブが付与される仕組みを構築している。

質の高い体験による「満足度」の向上：

単なる観光地見学ではなく、地域に「貢献した」という実

感が、旅行者の満足度と幸福度を飛躍的に高める。結果と

して、環境負荷を抑えつつ高い経済効果を生む「量から質

への転換」を実現する基盤となっている。

Mālama Hawaiʻi ： 再生型観光への転換
ハワイ州観光局（HTA）が推進する「マラマ・ハワイ」は、観光客を単なる「消費者」ではなく、地域の自然や文化をより
良くして次世代へ繋ぐ「再生（リジェネラティブ）のパートナー」として定義し直す取り組みである。持続可能性（維持）の
先にある、地域を「訪れる前よりも良い状態にする」ことを目指している。

Mālama
ハワイ語の標語

「思いやりの心」や
「守る・世話をする」の意味

具体的なアクション

70以上
提携パートナー団体・企業数

ホテル、航空会社、NPO等が連携し、ボランティア活動
と宿泊特典を組み合わせたプログラムを提供

https://www.gohawaii.com/malama


Transition Away 
from Fossil Fuels
－COPと観光のポジション



各種資料よりJTBF作成



COPの流れと国際交渉の変遷
気候変動枠組条約締約国会議（COP）は、1992年に採択された国連気候変動枠組条約に基づき、
世界の温室効果ガス削減策を協議する最高意思決定機関である。2015年のパリ協定採択以降、
議論は「目標の設定」から「具体的な実装」へと移り、現在では各国が掲げる削減目標（NDC）の引き上
げと、それを支える資金・技術支援の枠組み構築が焦点となっている。

実装フェーズの核心：

パリ協定以降のCOPは「目標設定」から「具体的実装」へと重心が移った。NDCの

引き上げ、資金・技術支援の枠組み、そして森林・生物多様性の統合が現在の三大

焦点である。

ベレン宣言の意義：

COP30で採択された「ベレン宣言」は、気候変動対策の射程を温室効果ガス削減

にとどまらず、森林保全・生物多様性の回復にまで拡張した点で画期的である。

アマゾンという地球最大の自然資本を擁する開催地を象徴する結果となった。

各種資料よりJTBF作成



COP26 － グラスゴー気候合意 Glasgow Climate Pact

COP26website（https://ukcop26.org/）よりJTBF作成

https://ukcop26.org/


グラスゴー宣言

「観光独自の削減公約の成立」

グラスゴー宣言の意義：

観光セクターとして初めて「2030年までの排出量半減」

および「2050年までのネットゼロ」を公約した。測定・脱

炭素・再生・連携・資金の5つの経路に沿った行動計画の策

定を署名者に義務付け、業界全体の進むべき方向を確定

させた。

自主的取組から国際的枠組みへ：

UN Tourism（国連観光局）主導のもと、観光統計に排出

量計測を組み込む「観光の持続可能性測定（MST）」の導

入が加速した。これにより、感覚的な「エコ」を脱し、科学的

根拠に基づく政策立案への転換が図られた。

COP29 バクー宣言：NDCへの公式な組み込み

アゼルバイジャンで開催されたCOP29において、「観光

における気候アクション強化に関する宣言」が発表された。

観光セクターの対策を、各国の国家決定貢献（NDC）に正

式に統合することが閣僚級で提唱され、観光が国家の気

候変動対策の主要項目へと格上げされた。

COP30 ベレン成果：2035年目標への実装

ベレンで開催されたCOP30では、各国提出の2035年

目標（次期NDC）において、観光分野の具体的削減計画や

適応策が初めて明文化。アマゾン開催を受け、「自然再興

型観光」が、国家レベルの実施手段として位置づけられた。

COPにおける観光セクターのポジションと変遷

⚫ 観光セクターは、移動・宿泊・飲食等を含め世界全体の温室効果ガス排出量の約8％を占める。

⚫ 長らく国際交渉において独立したセクターとしての議論は限定的であったが、2021年のCOP26における
「グラスゴー宣言」を契機に独自の削減目標が共有された。

⚫ 2024年のCOP29（バクー）での閣僚級合意を経て、最新のCOP30（ベレン）では、各国の次期削減目標
（NDC）に観光施策を具体的に統合することが国際的な標準となった。

COP29からCOP30

「国家戦略（NDC）への統合」

各種資料よりJTBF作成



COP26 業界主導によるグラスゴー宣言

COP26website（https://ukcop26.org/）よりJTBF作成

https://ukcop26.org/


COP29 閣僚級公式合意によるバクー宣言

COP29website（https://cop29.az/）よりJTBF作成

https://cop29.az/


COP30 ブラジル・バレンにおける観光に関する成果

COP30website（https://cop30.br/）よりJTBF作成

https://cop30.br/


各地における個別の取り組み事例①

The Vienna Tourist Board “VIENNA VISITOR ECONOMY STRATEGY 2025”（https://shaping.vienna.info/en-us/home）

https://shaping.vienna.info/en-us/home
https://shaping.vienna.info/en-us/home
https://shaping.vienna.info/en-us/home


各地における個別の取り組み事例②

eurostar “Sustainability report 2023”（https://cdn.sanity.io/files/1wyn2xo2/cms-production/ec5fb53dc1263452373b5d379a3b812963661f50.pdf）

https://cdn.sanity.io/files/1wyn2xo2/cms-production/ec5fb53dc1263452373b5d379a3b812963661f50.pdf
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各地における個別の取り組み事例③

AIRFRANCE “Sustainable aviation fuel”（https://corporate.airfrance.com/en/sustainable-aviation-fuel）

https://corporate.airfrance.com/en/sustainable-aviation-fuel
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欧州におけるグリーンクレーム指令 － Green Claims

航空20社への是正勧告と「相殺」禁止：

2024年4月、ECは航空20社に環境表示の是正を求め

た。追加料金やSAFで排出を「相殺」できるとの表現は、負

荷ゼロの誤解を招くとして制限。根拠なき「グリーン」等の

絶対的表現も事実上禁止された。

欧州グリーン・ディールと経済構造の転換：

2019年開始の「欧州グリーン・ディール」は、2050年零

排出と経済成長の両立を掲げる新戦略。環境課題を成長

の機会と捉え、観光・航空を含む全産業のルールを構造か

ら塗り替える強力な政策群である。

グリーン・クレーム指令と法的リスクの顕在化：

「グリーン・クレーム指令」により環境主張の立証が義務化

された。オーストリア航空の敗訴が示す通り、曖昧な宣伝

は法的・経済的リスクに直結する。今後は従わない企業へ

の制裁発動など強制措置が強化される。

European Commission “Green claims” （https://environment.ec.europa.eu/topics/circular-economy-topics/green-claims_en）

https://environment.ec.europa.eu/topics/circular-economy-topics/green-claims_en
https://environment.ec.europa.eu/topics/circular-economy-topics/green-claims_en
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Roadmap of Japan
－各省庁の取り組みと予算



日本における削減目標（NDC）

⚫ 次期NDC(国の温室効果ガス削減目

標)を含む地球温暖化対策計画が令和

7年2月18日に閣議決定。

⚫ 我が国は、2030年度目標と2050年

ネットゼロを結ぶ直線的な経路を、弛

まず着実に歩んでいく。

⚫ 次期NDCについては、1.5℃目標に整

合的で野心的な目標として、2035年

度、2040年度において、温室効果ガ

スを2013年度からそれぞれ60％、7

3％削減することを目指す。

⚫ これにより、中長期的な予見可能性を

高め、脱炭素と経済成長の同時実現に

向け、GX投資を加速していく。

環境省資料／環境省資料より一部JTBF作成



次期NDC達成に向けて位置付ける主な対策・施策

分野横断的な脱炭素化：

再エネや原子力の最大限活用、水素・アン

モニア等の次世代エネルギー導入により、

エネルギー供給の構造転換を図る。産業面

では中小企業の省エネやSAF等の次世代

燃料活用を推進。さらに、成長志向型カー

ボンプライシングやサーキュラーエコノミー

への移行、ブルーカーボン等の吸収源確保

を横断的に実行し、排出削減と経済成長の

好循環を実現。

地域脱炭素の加速と「地方創生」：

2030年度までに100箇所以上の「脱炭

素先行地域」を創出することを柱に、地域

脱炭素ロードマップを強力に推進する。

高断熱窓、高効率給湯器、ペロブスカイト太

陽電池等の導入支援を通じて、脱炭素を地

方創生の原動力とし、住民の暮らしの質を

高めながら、観光地を含めた地域全体のバ

リューチェーンにおける排出削減を断行。

環境省資料／環境省資料より一部JTBF作成



2050年に向けた地域脱炭素ロードマップ

⚫ 2030年度までに100箇所以上の

「脱炭素先行地域」を創出し、民生部門

の電力実質ゼロを目指す。

⚫ 成功モデルを全国に広げる「脱炭素

ドミノ」を軸に、再エネ導入や断熱改修

を加速させる。

⚫ エネルギー代金を地域内で循環させ、

環境対策と地方創生、防災力の向上を

三位一体で進める地域実装の指針。

環境省資料よりJTBF作成



脱炭素先行地域で進める重点対策

⚫ 地域脱炭素ロードマップでは、再エネの最大活用や建物

の省エネなど、即効性の高い「重点対策」を全国で展開

する。

⚫ 観光分野では、国立公園等をモデルとする「ゼロカーボン

パーク」を推進し、再エネ導入やＥＶ化、地産地消の促進等

により、地域の脱炭素化と観光価値の向上を同時に実現

する地域実装を目指すものである。

環境省資料／環境省資料より一部JTBF作成



エネルギー対策特別会計を活用した環境省の温室効果ガス削減施策（令和8年度）

環境省資料



観光庁関係予算（令和8年度）

項目
令和８年度
予算額(A)

前年度
予算額(B)

(A/B)

（１）インバウンドの受入れと住民生活の質の確保との両立 31,707 12,360 2.57

オーバーツーリズムの未然防止・抑制をはじめとする観光地の受入環境整備の促進 10,000 1,199 8.34

地域一体となった持続可能な観光地域づくりの推進 1,879 852 2.21

円滑な出入国の環境整備 12,777 7,881 1.62

円滑な通関等の環境整備 7,051 2,428 2.9

（２）地方誘客の推進による需要分散 74,909 32,205 2.33

(a) 地方の観光地の魅力向上・地方誘客 60,026 30,372 1.98

戦略的な訪日プロモーションの実施 13,627 13,000 1.05

広域で連携した観光戦略に基づく取組の推進・強化

DMO総合支援事業 2,000 1,095 1.83

地域の観光資源充実のための環境整備推進事業 4,000 1,900 2.11

質の高い消費と投資を呼び込むためのデジタルノマド誘客促進事業 100 100 1

ウポポイを通じた海外へのアイヌ文化の発信とインバウンド需要の創出 100 0 新規

文化資源を活用した全国各地のインバウンド創出・拡大 22,388 8,417 2.66

国立公園等のインバウンドに向けた環境整備 17,811 5,860 3.04

(b) 地方への交通ネットワークの機能強化 14,883 1,833 8.12

空港におけるFAST TRAVELの推進 4,000 1,633 2.45

ボトルネック解消に向けた空港機能の抜本的強化事業 2,883 0 新規

天候トラブル時の空港への旅客滞留・混雑防止対策事業 1,000 0 新規

空港アクセス鉄道の整備・機能強化への支援 525 0 新規

パーク＆レールライドによる観光地の混雑緩和事業 875 0 新規

クルーズ等訪日旅客の受入促進事業 1,000 200 5

ローカル鉄道観光資源活用促進事業 4,600 0 新規

項目
令和８年度
予算額(A)

前年度
予算額(B)

(A/B)

（３）観光産業の活性化 6,856 3,098 2.21

双方向交流の拡大に向けた環境整備 500 20 25

日米交流関係強化を通じた地方誘客促進等事業 300 0 新規

MICE誘致・開催促進事業 1,297 879 1.48

通訳ガイド制度の充実・強化 109 73 1.5

国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業 1,300 1,338 0.97

万博レガシー事業 250 0 新規

地域観光資源の多言語解説整備促進事業 500 600 0.83

多様な食習慣や文化的慣習を持つ訪日外国人旅行者の受入環境整備に向けたモデル
事業

100 80 1.25

GREEN×EXPO2027を契機としたインバウンド促進事業 257 0 新規

廃屋撤去・再生による地方温泉地等のまちづくり支援事業 1,000 0 新規

健全な民泊サービスの普及 743 107 6.92

能登半島地震からの復興に向けた観光再生支援事業 500 0 新規

（４）その他 24,873 6,360 3.91

観光統計の整備 693 673 1.03

地域の観光振興の効果測定 114 0 新規

日本人旅行者の安全・安心な海外旅行環境の整備 17,490 0 新規

大手休憩所（仮称）の整備 5,775 4,897 1.18

経常事務費等 800 791 1.01

前年度限り 0 3,907 -

合計 138,345 57,929 2.39

観光庁資料よりJTBF作成



観光セクターにおける脱炭素化
観光セクターの脱炭素化の取り組みには、環境省や国交省のハード予算と観光庁によるマネジメントの
枠組みを掛け合わせる省庁横断的なアプローチが不可欠である。こうした取り組みを単なる環境対策
に留めず、地域の競争力へと転換し、将来的な市場の変化を見据え、今から先行的に取り組むことが、
観光地として今後生き残るためのポイントとなる。

統合：省庁横断のスキーム構築

省庁横断による「ハード予算」の活用：

環境省の「脱炭素先行地域（交付金）」や、国土交通省の「グ

リーンモビリティ支援」といった大規模なインフラ予算を、観

光地の再生計画に組み込む。エネルギー基盤や二次交通の

整備を他省庁予算で賄い、観光庁の施策と「予算の重ね掛

け」を行うことで、地域全体のグリーントランスフォーメー

ション（GX）を加速させる。

持続可能な観光地マネジメント：

日本版持続可能な観光ガイドライン（JSTS-D）や国際基準

（GSTC）を軸に、地域全体のエネルギー消費や排出量を計

測・管理する枠組みを構築する。

価値転換：選ばれる観光地へ

市場で選ばれるための価値の証明：

具体的な排出削減実績とNDCへの貢献をエビデンスとして

証明し、ブランド価値を高める。環境意識の高い市場に対し、

脱炭素への貢献を「選ばれる観光地」としての明確な競争優

位性へと転換し、脱炭素が義務化される前に先行的に持続

可能な集客構造を確立する。

地域のレジリエンス強化と地域貢献：

エネルギーの地産地消や自律分散型電源整備により、地域

の安心・安全を担保する。脱炭素を起点とした地域内経済循

環の確立は、住民の雇用と暮らしの質を向上させ、最終的に

「観光客の満足」と「住民の幸福（Well-being）」にも繋がる。

実装：ハード支援とソフト経営の融合

施設の高付加価値化とエネルギー転換：

例えば、宿泊施設の断熱改修や高効率設備の導入を行い、

滞在の快適性と収益性を向上させるとともに、再エネ導入

支援を組み合わせ、施設単位の脱炭素化を、経営の健全化

と高付加価値化（単価アップ）に直結させる。

観光モビリティの変革と低炭素体験の提供：

観光EVバスやシェアサイクル等の二次交通を整備し、移動

プロセスの脱炭素化を断行する。単なる移動手段の更新に

留まらず、静穏な走行環境や再エネ100%の移動を「サステ

ナブルな旅の体験」という新たな付加価値として旅行者に提

供し、デスティネーションの魅力を再定義する。

各種資料よりJTBF作成



Sustainable Tourism
－持続可能な観光と脱炭素



サステナブルツーリズム・フレームワーク

対

象
環境 社会 経済

ビジョン追求型

中長期的な将来ビジョンに基づいて、
バックキャスティングの視点で取り組むのか

問題解決型

現在起きている問題または直近で想定される課題
を早急に解決するために取り組むのか

バランス

今ある問題にどう
対処していくのか

より良い観光を
どう作っていくのか

より良い地域を観光で
どう作っていくのか

自然

文化 市民の暮らし

事業の継続

給与

時
間
軸
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サステナブルツーリズム・フレームワーク
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コロナ禍で変わった観光に対する視線



旅行者に求められる責任 － Tourism Pledge

Visit Iceland（https://www.visiticeland.com/）/ Palau Pledge（https://palaupledge.com/）

https://www.visiticeland.com/）/
https://palaupledge.com/


観光業界としての責任の表明

業界団体による自律的な意思決定：

観光団体TIAが主導する自主的な約束で

ある。政府ではなく民間が自発的に立ち上

がり、全事業者が持続可能な経営へ移行す

ることを目指す。産業の存続を業界自らが

定義し、強力に推進している点が最大の特

徴である。

高排出事業者の参画：

航空会社を含む1,500以上の事業者が参

画し、環境や地域貢献等で具体的行動を誓

約している。特に高排出な航空業界が名を

連ねる点は、単なる宣伝ではない「覚悟」の

表れであり、実効性の高い変革を業界全体

で約束している。

TOURISM INDUSTRY AOTEAROA（https://www.sustainabletourism.nz/）

https://www.sustainabletourism.nz/


地元と観光客が融和していく仕組みづくり
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What accelerates the spiral?

各種資料よりJTBF作成



沖縄サステナブルツーリズム宣言 （2026年３月16日）

未発表内容につき当日挿入

沖縄県



Mahalo !!
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